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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着剤であって、
含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が８以上１１未満であり、
前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値
）が３０以上４７以下である無機微粒子（Ａ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ
、疎水化度（Ｍ値）が６５以上である無機微粒子（Ｂ）との混合物であり、
前記無機微粒子（Ａ）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｂ）の配合量が３０～６０
０重量部であり、かつ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ａ）と
前記無機微粒子（Ｂ）との合計の含有量が２～２０重量部である
ことを特徴とする電子部品用接着剤。
【請求項２】
硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着剤であって、
含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１１以上１２未満であり、
前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値
）が２０以上３０以下である無機微粒子（Ｃ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ
、疎水化度（Ｍ値）が６５以上である無機微粒子（Ｄ）との混合物であり、
前記無機微粒子（Ｃ）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｄ）の配合量が３０～６０
０重量部であり、かつ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｃ）と
前記無機微粒子（Ｄ）との合計の含有量が２～２０重量部である
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ことを特徴とする電子部品用接着剤。
【請求項３】
硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着剤であって、
含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１２以上１４以下であり、
前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値
）が３０以下である無機微粒子（Ｅ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化
度（Ｍ値）が６４以上である無機微粒子（Ｆ）との混合物であり、
前記無機微粒子（Ｅ）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｆ）の配合量が３０～６０
０重量部であり、かつ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｅ）と
前記無機微粒子（Ｆ）との合計の含有量が２～２０重量部である
ことを特徴とする電子部品用接着剤。
【請求項４】
液状成分は、硬化性化合物及び液状硬化剤を含有することを特徴とする請求項１、２又は
３記載の電子部品用接着剤。
【請求項５】
硬化性化合物は、繰り返し単位中に芳香環を有する１０量体以下の分子構造を有し、２５
℃で結晶性固体であり、かつ、５０～８０℃の温度においてＥ型粘度計で測定した場合の
粘度が１Ｐａ・ｓ以下であるエポキシ化合物（Ａ）を含有することを特徴とする請求項１
、２、３又は４記載の電子部品用接着剤。
【請求項６】
硬化性化合物は、分子の両端にエポキシ基を有し、かつ、一方のエポキシ基と他方のエポ
キシ基との間に数平均分子量が５０～１０００の柔軟な骨格を有するエポキシ化合物（Ｂ
）を含有することを特徴とする請求項１、２、３、４又は５記載の電子部品用接着剤。
【請求項７】
エポキシ化合物（Ｂ）は、ブタジエン骨格を有することを特徴とする請求項６記載の電子
部品用接着剤。
【請求項８】
更に、ＣＶ値が１０％以下のスペーサー粒子を含有することを特徴とする請求項１、２、
３、４、５、６又は７記載の電子部品用接着剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、塗布性に優れ、かつ、接合した電子部品に対する耐汚染性に優れ信頼性の高い
電子部品を得ることができる電子部品用接着剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、半導体チップ等の電子部品の高集積化が要求されており、例えば、接着剤層を介し
て複数の半導体チップを接合して半導体チップの積層体とすることが行われている。
このような半導体チップの積層体は、例えば、一方の半導体チップの一方の面上に接着剤
を塗布した後、該接着剤を介して他方の半導体チップを積層し、その後接着剤を硬化させ
る方法や、一定の間隔を空けて保持した半導体チップ間の空間に接着剤を充填し、その後
接着剤を硬化させる方法等により製造されている。
【０００３】
ところが、このような半導体チップ同士の製造過程で、未硬化の接着剤を硬化させる際に
該接着剤中の液状成分が接着剤から染み出す、いわゆるブリード現象が生じるという問題
があった。ブリード現象が生じると、接着剤中から染み出した液状成分が半導体チップを
汚染して、半導体チップの積層体の信頼性が低下するという問題があった。
【０００４】
このような問題に対し、例えば、特許文献１には、複数の半導体チップを接合する接着剤
として、数平均分子量が６００～１０００であるエポキシ化合物を含有するものが開示さ
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れており、この接着剤によると、半導体チップの積層体を製造した際にブリード現象が解
消されると記載されている。
【０００５】
しかしながら、近年、半導体チップは益々小型化が求められてきており、これに伴い半導
体チップの薄片化が進んできている。このような薄片化された半導体チップでは、良好な
塗布性に加えて、より厳密なブリード現象の防止が求められるが、特許文献１に開示の接
着剤では、近年の薄片化された半導体チップの積層に用いた場合、充分にブリード現象を
防止できるとは言い難く、よりブリード現象の発生を抑制できる接着剤が求められていた
。
【特許文献１】特表２００１－１７８３４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
本発明は、塗布性に優れ、かつ、接合した電子部品に対する耐汚染性に優れ信頼性の高い
電子部品を得ることができる電子部品用接着剤を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
第１の本発明は、硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着
剤であって、含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が８以上１１未満であり、
前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値
）が３０以上４７以下である無機微粒子（Ａ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ
、疎水化度（Ｍ値）が６５以上である無機微粒子（Ｂ）との混合物であり、前記無機微粒
子（Ａ）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｂ）の配合量が３０～６００重量部であ
り、かつ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ａ）と前記無機微粒
子（Ｂ）との合計の含有量が２～２０重量部である電子部品用接着剤である。
【０００８】
第２の本発明は、硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着
剤であって、含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１１以上１２未満であり
、前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ
値）が２０以上３０以下である無機微粒子（Ｃ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、か
つ、疎水化度（Ｍ値）が６５以上である無機微粒子（Ｄ）との混合物であり、前記無機微
粒子（Ｃ）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｄ）の配合量が３０～６００重量部で
あり、かつ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｃ）と前記無機微
粒子（Ｄ）との合計の含有量が２～２０重量部である電子部品用接着剤である。
【０００９】
第３の本発明は、硬化性化合物、硬化剤及び無機微粒子を含有する液状の電子部品用接着
剤であって、含有する液状成分の溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１２以上１４以下であり
、前記無機微粒子は、少なくとも、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ
値）が３０以下である無機微粒子（Ｅ）と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水
化度（Ｍ値）が６４以上である無機微粒子（Ｆ）との混合物であり、前記無機微粒子（Ｅ
）１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｆ）の配合量が３０～６００重量部であり、か
つ、前記硬化性化合物１００重量部に対する前記無機微粒子（Ｅ）と前記無機微粒子（Ｆ
）との合計の含有量が２～２０重量部である電子部品用接着剤である。
【００１０】
なお、本明細書において上記液状成分とは、本電子部品用接着剤全体から固体成分を除い
たものを意味し、通常は、後述する硬化性化合物と液状硬化剤とが含まれる。
以下に本発明を詳述する。
【００１１】
本発明者らは、接着剤に含まれる液状成分の親水性（疎水性）と比較的近い親水性（疎水
性）を有する無機微粒子と、接着剤に含まれる液状成分の親水性（疎水性）と比較的遠い
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親水性（疎水性）を有する無機微粒子とを併用することにより、良好な塗布性を維持した
まま、ブリード現象の発生を著しく抑制できる電子部品用接着剤が得られることを見出し
、本発明を完成した。
【００１２】
上記接着剤に含まれる液状成分の親水性（疎水性）と比較的遠い親水性（疎水性）を有す
る無機微粒子は、本発明の電子部品用接着剤中において直鎖状の連続体を形成することに
より、本発明の電子部品用接着剤に接着剤として好適なチクソ性を与えて、良好な塗布性
を発揮させる役割を果たしていると考えられる。
一方、上記接着剤に含まれる液状成分の親水性（疎水性）と比較的近い親水性（疎水性）
を有する無機微粒子は、本発明の電子部品用接着剤を塗布したときに、液状成分が滲出す
るのを防止する役割を果たしているものと考えられる。
【００１３】
ここで、上記液状成分の親水性（疎水性）を表す指標としては、一般に溶解度パラメータ
（ＳＰ値）が用いられる。電子部品の接着に用いられる接着剤の液状成分のＳＰ値として
は、通常、８～１４程度が要求される。
上記ＳＰ値は、原料の液状成分のＳＰ値の加重平均により求めることができる。また原料
のＳＰ値は例えば、δ２＝ΣＥ／ΣＶの式により求める計算することができる。ここで、
δはＳＰ値、Ｅは蒸発エネルギー、Ｖはモル体積を意味している。
【００１４】
一方、上記無機微粒子のようなフィラーの親水性（疎水性）を表す指標としては、一般に
疎水化度（Ｍ値）が用いられる。
上記Ｍ値は、水にメタノールを滴下し、無機微粒子が完全に膨潤したときのメタノール濃
度（重量％）を意味する。
【００１５】
上記液状成分の親水性（疎水性）を表す指標であるＳＰ値と、無機微粒子の親水性（疎水
性）を表す指標であるＭ値との関係を、直接的に換算することはできない。
しかしながら、本発明者らは、上記液状成分のＳＰ値と無機微粒子のＭ値の対応について
以下の知見を得た。
上記液状成分のＳＰ値の８以上１１未満と、上記無機微粒子のＭ値の３０以上５０以下と
が比較的近い親水性（疎水性）である。
上記液状成分のＳＰ値の１１以上１２未満の値と、上記無機微粒子のＭ値の１０以上４０
以下の値とが比較的近い親水性（疎水性）である。
上記液状成分のＳＰ値の１２以上１４以下の値と、上記無機微粒子のＭ値の４０以下の値
とが比較的近い親水性（疎水性）である。
【００１６】
そこで、本発明の電子部品用接着剤は、上記液状成分のＳＰ値を８以上１１未満と、１１
以上１２未満と、１２以上１４以下とに３つの区分に分け、それぞれのＳＰ値の範囲に対
応して最適なＭ値を有する無機微粒子の組み合わせを選択して含有させることを特徴とす
る。
【００１７】
第１の本発明の電子部品用接着剤は、溶解度パラメータ（ＳＰ値）が８以上１１未満であ
る液状成分（以下、「液状成分（１）」ともいう）に対して、無機微粒子として平均一次
粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値）が３０以上５０以下の無機微粒子（Ａ）
と、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、かつ、疎水化度（Ｍ値）が６０以上の無機微粒子（
Ｂ）との混合物を組み合わせたものである。
第１の本発明の電子部品用接着剤では、上記液状成分（１）に対して、上記無機微粒子（
Ａ）が低ブリード性を達成する役割を果たし、上記無機微粒子（Ｂ）が塗布に好適なチク
ソ性を付与する役割を果たす。
【００１８】
上記液状成分（１）は、ＳＰ値が８以上１１未満である。



(5) JP 4376957 B2 2009.12.2

10

20

30

40

50

上記液状成分のＳＰ値を所定の範囲内に調整する方法としては特に限定されず、例えば、
後述する硬化性化合物及び硬化剤等を、これらの有する個々のＳＰ値を考慮して適宜選択
して用いる方法等が挙げられる。最も効果的には、硬化性化合物のＳＰ値を考慮して選択
する方法が挙げられる。
第１の本発明の電子部品用接着剤においては、具体的には例えば、上記硬化性化合物とし
てジシクロペンタジエン型エポキシ（ＳＰ値が９～１０）、ブタジエン変性エポキシ（Ｓ
Ｐ値が８～１０）、シリコーン変性エポキシ（ＳＰ値が７～８）等を選択して用いる方法
が挙げられる。
【００１９】
上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）としては特に限定されず、例えば、シリカ微
粒子、酸化チタン微粒子、ブラックカーボン等が挙げられる。なかでも、シリカ微粒子が
好適に用いられる。
【００２０】
上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）は、平均一次粒子径の上限が５０ｎｍである
。平均一次粒子径が５０ｎｍを超えると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣ったり、
充分な低ブリード性が得られない。平均一次粒子径の好ましい上限は４０ｎｍ、より好ま
しい上限は３０ｎｍである。
【００２１】
上記無機微粒子（Ａ）は、Ｍ値が３０以上５０以下である。上記無機微粒子（Ａ）のＭ値
がこの範囲外であると、低ブリード性が不充分となる。
上記無機微粒子（Ｂ）は、Ｍ値の下限が６０である。上記無機微粒子（Ｂ）のＭ値が６０
未満であると、上記チクソ性が不充分となって塗布性が劣る。
【００２２】
上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）のＭ値を上記範囲に調整する方法としては特
に限定されず、例えば、無機微粒子に表面処理を施し、表面に存在する親水性基の数を変
化させる方法等が挙げられる。具体的には例えば、上記無機微粒子としてシリカ微粒子を
選択した場合、シリカ微粒子の表面を－ＣＨ３で修飾して炭素含有量を調整することによ
りＭ値を調整する方法等が挙げられる。このような方法により炭素含有量を調整したシリ
カ微粒子は、例えば、トクヤマ社等から市販されている。
【００２３】
上記Ｍ値が３０以上５０以下である無機微粒子（Ａ）の市販品としては、例えば、ＤＭ－
１０（Ｍ値が４８、炭素含有量が０．９重量％）、ＭＴ－１０（Ｍ値が４７、炭素含有量
が０．９重量％）（以上、いずれもトクヤマ社製）、Ｒ－９７２（Ｍ値が４８）（Ｄｅｇ
ｕｓｓａ社製）、フェニルシランカップリング剤処理シリカ（Ｍ値が３０）（アドマテッ
クス社製）等が挙げられる。
【００２４】
上記Ｍ値の下限が６０である無機微粒子（Ｂ）の市販品としては、例えば、ＺＤ－３０Ｓ
Ｔ（Ｍ値が６２）、ＨＭ－２０Ｌ（Ｍ値が６４）、ＰＭ－２０Ｌ（Ｍ値が６５、炭素含有
量が５．５重量％）（以上、いずれもトクヤマ社製）、ＲＸ－２００（Ｍ値が６４）、Ｒ
２０２（Ｍ値が６５）（Ｄｅｇｕｓｓａ社製）等が挙げられる。
【００２５】
上記無機微粒子（Ａ）と無機微粒子（Ｂ）との配合比としては特に限定されないが、上記
無機微粒子（Ａ）１００重量部に対する上記無機微粒子（Ｂ）の配合量の好ましい下限は
３０重量部、好ましい上限は６００重量部である。上記無機微粒子（Ｂ）の配合量が３０
重量部未満であると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣ることがあり、６００重量部
を超えると、低ブリード性が不充分になることがある。上記無機微粒子（Ｂ）の配合量の
より好ましい下限は５０重量部、より好ましい上限は５００重量部である。
【００２６】
上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）の合計の含有量としては、上記硬化性化合物
の合計１００重量部に対して、好ましい下限は２重量部、好ましい上限は２０重量部であ
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る。上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）の合計の含有量が２重量部未満であると
、低ブリード性やチクソ性が不充分となることがあり、２０重量部を超えると、粘度が高
くなりすぎることがある。上記無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）の合計の含有量の
より好ましい下限は４重量部、より好ましい上限は１０重量部である。
【００２７】
第２の本発明の電子部品用接着剤は、溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１１以上１２未満で
ある液状成分（以下、「液状成分（２）」ともいう）に対して、無機微粒子として平均一
次粒子径が５０ｎｍ以下かつ疎水化度（Ｍ値）が１０以上４０以下の無機微粒子（Ｃ）と
、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下かつ疎水化度（Ｍ値）が６０以上の無機微粒子（Ｄ）と
の混合物を組み合わせたものである。
第２の本発明の電子部品用接着剤では、上記液状成分（２）に対して、上記無機微粒子（
Ｃ）が低ブリード性を達成する役割を果たし、上記無機微粒子（Ｄ）が塗布に好適なチク
ソ性を付与する役割を果たす。
【００２８】
上記液状成分（２）は、ＳＰ値が１１以上１２未満である。
第２の本発明の電子部品用接着剤においては、具体的には例えば、上記硬化性化合物とし
てビスフェノールＡ型エポキシ（ＳＰ値が１１）、ビスフェノールＦエポキシ（ＳＰ値が
１１）等を選択して用いることにより上記液状成分（２）のＳＰ値を調整することが考え
られる。
【００２９】
上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）としては特に限定されず、例えば、シリカ微
粒子、酸化チタン微粒子、ブラックカーボン等が挙げられる。なかでも、シリカ微粒子が
好適に用いられる。
【００３０】
上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）は、平均一次粒子径の上限が５０ｎｍである
。上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）の平均一次粒子径が５０ｎｍを超えると、
チクソ性が不充分となって塗布性が劣ったり、充分な低ブリード性が得られなかったりす
る。上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）の平均一次粒子径の好ましい上限は４０
ｎｍ、より好ましい上限は３０ｎｍである。
【００３１】
上記無機微粒子（Ｃ）は、Ｍ値が１０以上４０以下である。上記無機微粒子（Ｃ）のＭ値
がこの範囲外であると低ブリード性が不充分となる。
上記無機微粒子（Ｄ）は、Ｍ値の下限が６０である。上記無機微粒子（Ｄ）のＭ値が６０
未満であると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣る。
【００３２】
上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）のＭ値を上記範囲に調整する方法としては上
述と同様の方法が挙げられる。
上記Ｍ値が１０以上４０以下である無機微粒子（Ｃ）の市販品としては、例えば、ＵＦＰ
－８０（Ｍ値が２０）（電気化学社製）、フェニルシランカップリング剤処理微粒子シリ
カ（Ｍ値が３０）（アドマテックス社製）等が挙げられる。
上記Ｍ値の下限が６０である無機微粒子（Ｄ）の市販品としては、例えば、上述した無機
微粒子（Ｂ）と同様の無機微粒子が挙げられる。
【００３３】
上記無機微粒子（Ｃ）と無機微粒子（Ｄ）との配合比としては特に限定されないが、上記
無機微粒子（Ｃ）１００重量部に対する上記無機微粒子（Ｄ）の配合量の好ましい下限は
３０重量部、好ましい上限は６００重量部である。上記無機微粒子（Ｄ）の配合量が３０
重量部未満であると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣ることがあり、６００重量部
を超えると、低ブリード性が不充分になることがある。上記無機微粒子（Ｄ）の配合量の
より好ましい下限は５０重量部、より好ましい上限は５００重量部である。
【００３４】
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上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）の合計の含有量としては、本発明の第一の態
様の電子部品用接着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい
下限は２重量部、好ましい上限は２０重量部である。上記無機微粒子（Ｃ）及び無機微粒
子（Ｄ）の合計の含有量が２重量部未満であると、低ブリード性やチクソ性が不充分とな
ることがあり、２０重量部を超えると、粘度が高くなりすぎることがある。上記無機微粒
子（Ｃ）及び無機微粒子（Ｄ）の合計の含有量のより好ましい下限は４重量部、より好ま
しい上限は１０重量部である。
【００３５】
第３の本発明の電子部品用接着剤は、溶解度パラメータ（ＳＰ値）が１２以上１４以下で
ある液状成分（以下、「液状成分（３）」ともいう）に対して、無機微粒子として平均一
次粒子径が５０ｎｍ以下かつ疎水化度（Ｍ値）が４０以下の無機微粒子（Ｅ）と、平均一
次粒子径が５０ｎｍ以下かつ疎水化度（Ｍ値）が５０以上の無機微粒子（Ｆ）との混合物
を組み合わせたものである。
第３の本発明の電子部品用接着剤では、上記液状成分（３）に対して、上記無機微粒子（
Ｅ）が低ブリード性を達成する役割を果たし、上記無機微粒子（Ｆ）が塗布に好適なチク
ソ性を付与する役割を果たす。
【００３６】
上記液状成分（３）は、ＳＰ値が１２以上１４以下である。
第３の本発明の電子部品用接着剤においては、具体的には例えば、上記硬化性化合物とし
てナフタレン型エポキシ（ＳＰ値が１２）、プロピレングリコール変性エポキシ（ＳＰ値
が１３）、ポリエチレングリコール変性エポキシ（ＳＰ値が１４）等を選択して用いるこ
とにより上記液状成分（３）のＳＰ値を調整することが考えられる。
【００３７】
上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）としては特に限定されず、例えば、シリカ微
粒子、酸化チタン微粒子、ブラックカーボン等が挙げられる。なかでも、シリカ微粒子が
好適に用いられる。
【００３８】
上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）は、平均一次粒子径の上限が５０ｎｍである
。上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）の平均一次粒子径が５０ｎｍを超えると、
チクソ性が不充分となって塗布性が劣ったり、充分な低ブリード性が得られなかったりす
る。上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）の平均一次粒子径の好ましい上限は４０
ｎｍ、より好ましい上限は３０ｎｍである。
【００３９】
上記無機微粒子（Ｅ）は、Ｍ値の上限が４０である。上記無機微粒子（Ｅ）のＭ値が４０
を超えると、低ブリード性が不充分となる。
上記無機微粒子（Ｆ）は、Ｍ値の下限が５０である。上記無機微粒子（Ｆ）のＭ値が５０
未満であると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣る。
【００４０】
上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）のＭ値を上記範囲に調整する方法としては特
に限定されず、例えば、上述した無機微粒子（Ａ）及び無機微粒子（Ｂ）と同様の方法が
挙げられる。
【００４１】
上記Ｍ値の上限が４０である無機微粒子（Ｅ）の市販品としては、例えば、ＱＳ－４０（
Ｍ値が０、炭素含有量が０重量％）（トクヤマ社製）等が挙げられる。
上記Ｍ値の下限が５０である無機微粒子（Ｆ）の市販品としては、例えば、上述した無機
微粒子（Ｂ）で列挙したもののほか、ＤＭ－３０（Ｍ値が５２、炭素含有量が１．７重量
％）、ＫＳ－２０Ｓ（Ｍ値が５６、炭素含有量が２．０重量％）（以上、いずれもトクヤ
マ社製）、Ｒ－９７６（Ｍ値が５２）（Ｄｅｇｕｓｓａ社製）等が挙げられる。
【００４２】
上記無機微粒子（Ｅ）と無機微粒子（Ｆ）との配合比としては特に限定されないが、上記
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無機微粒子（Ｅ）１００重量部に対する上記無機微粒子（Ｆ）の配合量の好ましい下限は
３０重量部、好ましい上限は６００重量部である。上記無機微粒子（Ｆ）の配合量が３０
重量部未満であると、チクソ性が不充分となって塗布性が劣ることがあり、６００重量部
を超えると、低ブリード性が不充分になることがある。上記無機微粒子（Ｆ）の配合量の
より好ましい下限は５０重量部、より好ましい上限は５００重量部である。
【００４３】
上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）の合計の含有量としては、本発明の第一の態
様の電子部品用接着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい
下限は２重量部、好ましい上限は２０重量部である。上記無機微粒子（Ｅ）及び無機微粒
子（Ｆ）の合計の含有量が２重量部未満であると、低ブリード性やチクソ性が不充分とな
ることがあり、２０重量部を超えると、粘度が高くなりすぎることがある。上記無機微粒
子（Ｅ）及び無機微粒子（Ｆ）の合計の含有量のより好ましい下限は４重量部、より好ま
しい上限は１０重量部である。
【００４４】
本発明の電子部品用接着剤は、硬化性化合物を含有する。上記硬化性化合物は、上記液状
成分を構成するものである。
上記硬化性化合物としては特に限定されず、例えば、付加重合、重縮合、重付加、付加縮
合、又は、開環重合等の反応により硬化する化合物を用いることができる。具体的には、
例えば、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂、エポキシ樹
脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリベンズイミダゾール樹脂、
ジアリルフタレート樹脂、キシレン樹脂、アルキル－ベンゼン樹脂、エポキシアクリレー
ト樹脂、珪素樹脂、ウレタン樹脂等の熱硬化性化合物が挙げられる。なかでも、接合後に
得られる半導体装置等の電子部品の信頼性及び接合強度に優れていることから、エポキシ
樹脂が好ましい。
【００４５】
上記エポキシ樹脂としては特に限定されないが、繰り返し単位中に芳香環を有する１０量
体以下の分子構造を持ち、２５℃で結晶性固体であり、かつ、５０～８０℃の温度におい
てＥ型粘度計で測定した場合の粘度が１Ｐａ・ｓ以下となるエポキシ化合物（Ａ）を含有
することが好ましい。
【００４６】
上記エポキシ化合物（Ａ）は、繰り返し単位中に芳香環を有する１０量体以下の分子構造
を持つものである。
このようなエポキシ化合物（Ａ）は、極めて結晶性が高く２５℃で結晶性固体となるとと
もに、２５℃より高い温度領域において粘度が急激に低下するという性質を有する。これ
は、上記エポキシ化合物（Ａ）は、２５℃では上記の通り結晶性固体であるが、１０量体
以下と低分子量であるため、２５℃を超えて加熱することで、結晶構造が壊れて粘度が低
下するからであると考えられる。具体的には、上記エポキシ化合物（Ａ）は、２５℃で結
晶固体であり、５０～８０℃の温度範囲においてＥ型粘度計で測定した場合の粘度の上限
が１Ｐａ・ｓとなる。上記エポキシ化合物（Ａ）が１０量体を超えると、５０～８０℃の
温度範囲における粘度が高くなり、例えば、本発明の電子部品用接着剤が後述するスペー
サー粒子を含有する場合、該本発明の電子部品用接着剤を用いて電子部品の積層等を行う
と、電子部品間の間隔をスペーサー粒子の粒子径と実質的に等しい距離にすることが困難
となり、電子部品間隔にバラツキが生じてしまう。上記エポキシ化合物（Ａ）は、３量体
以下であることがより好ましい。なお、上記粘度が１Ｐａ・ｓとなる温度領域を５０～８
０℃としたのは、通常の電子部品積層体の製造工程において、電子部品を加熱加圧する際
の温度条件を考慮したものである。また、上記エポキシ化合物（Ａ）が結晶性固体となる
温度を２５℃としたのは、電子部品の接合を行うための接着剤の塗布は、通常室温で行わ
れることを考慮したものである。
【００４７】
このような分子構造、すなわち、繰り返し単位中に芳香環を有し、かつ、１０量体以下で
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あるエポキシ化合物（Ａ）を含有する本発明の電子部品用接着剤は、電子部品間等の接合
に用いると、接合した電子部品間の距離を高精度に保ち、かつ、信頼性の高い電子部品積
層体を得ることができる。
【００４８】
すなわち、上記エポキシ化合物（Ａ）は、繰り返し単位中に芳香環を有することで２５℃
において結晶性固体となるため、該エポキシ化合物（Ａ）を含有する本発明の電子部品用
接着剤は２５℃での粘度が高いものとなり、接合する電子部品上に塗布したときに塗布形
状が流延してしまうことがない。また、上記エポキシ化合物（Ａ）は、加熱されることで
急激に低粘度となるため、例えば、本発明の電子部品用接着剤が後述するスペーサー粒子
を含有する場合、電子部品同士の積層を行った際に、スペーサー粒子と電子部品との間に
接着剤を残留させることなく１の電子部品と他の電子部品との積層ができ、電子部品間の
間隔をスペーサー粒子の粒子径と実質的に等しい距離にすることができる。また、電子部
品の積層が完了した後温度を２５℃に戻すと、上記エポキシ化合物（Ａ）は粘度が急激に
上昇し、電子部品同士を積層した後の本発明の電子部品用接着剤が流延してしまうことも
ない。
【００４９】
ここで、従来のスペーサー粒子を含有する電子部品用接着剤は、接合する電子部品とスペ
ーサー粒子との間の接着剤を充分に排除して電子部品間の水平性を保持するために希釈剤
を添加することで低粘度化が図られていた。しかしながら、このような接着剤に添加する
希釈剤には、通常、揮発性成分が多く含まれていたため、従来の希釈剤のみを添加するこ
とで低粘度としていた接着剤は、硬化時の加熱によりボイドが発生するという問題があっ
た。これに対して、本発明の電子部品用接着剤が上記エポキシ化合物（Ａ）を含有すると
、該エポキシ化合物（Ａ）を含有させることで加熱時の低粘度を実現できるため、従来の
希釈剤のみを添加することで低粘度としていた接着剤のようにボイドが発生することもな
い。また、上記エポキシ化合物（Ａ）は、耐熱性が優れたものとなるため、該エポキシ化
合物（Ａ）を含有する本発明の電子部品用接着剤の耐熱性も優れたものとなる。
【００５０】
上記エポキシ化合物（Ａ）は、１分子中に２以上のエポキシ基を有することが好ましい。
このような分子構造のエポキシ化合物（Ａ）を含有することで、本発明の電子部品用接着
剤の接着性がより優れたものとなる。
このようなエポキシ化合物（Ａ）としては、上述した分子構造を有するものであれば特に
限定されず、例えば、フェノール型エポキシ化合物、ナフタレン型エポキシ化合物、ビフ
ェニル型エポキシ化合物等が挙げられる。このようなエポキシ化合物（Ａ）の市販品とし
ては、例えば、ＥＸ－２０１（長瀬産業社製）、ＹＳＬＶ－８０ＸＹ（東都化成社製）等
が挙げられる。
【００５１】
上記エポキシ化合物（Ａ）の含有量としては特に限定されないが、本発明の電子部品用接
着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい下限が５重量部、
好ましい上限が５０重量部である。上記エポキシ化合物（Ａ）の含有量が５重量部未満で
あると、上記エポキシ化合物（Ａ）を添加した効果を殆ど得ることができず、５０重量部
を超えると、本発明の電子部品用接着剤に後述する粘度特性が得られないことがある。上
記エポキシ化合物（Ａ）の含有量のより好ましい下限は１０重量部、より好ましい上限は
３０重量部である。
【００５２】
本発明の電子部品用接着剤は、上記硬化性化合物として、柔軟な骨格を有するエポキシ化
合物（Ｂ）を含有することが好ましい。柔軟な骨格を有するエポキシ化合物（Ｂ）を含有
することで、本発明の電子部品用接着剤は、その硬化物が常温領域での低弾性率を達成し
つつ、電子部品と基板との接着性に優れたものとなる。なお、本明細書において、「柔軟
な骨格」とは、その骨格のみからなる樹脂のガラス転移温度が２５℃以下となるような骨
格を意味する。
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【００５３】
上記柔軟な骨格を有するエポキシ化合物（Ｂ）において、柔軟な骨格部分の分子量として
は特に限定されないが、数平均分子量の好ましい下限が５０、好ましい上限が１０００で
ある。柔軟な骨格部分の分子量が５０未満であると、本発明の電子部品用接着剤の硬化物
の常温における柔軟性が不充分となる場合があり、１０００を超えると、本発明の電子部
品用接着剤の接着性が不充分となることがある。柔軟な骨格部分の分子量のより好ましい
下限は１００、より好ましい上限は５００である。
【００５４】
上記エポキシ化合物（Ｂ）は、分子の両端にエポキシ基を有し、かつ、一方のエポキシ基
と他方のエポキシ基との間に上記分子量の柔軟な骨格を有することが好ましい。
このようなエポキシ化合物（Ｂ）としては特に限定されず、例えば、１，２－ポリブタジ
エン変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、１，４－ポリブタジエン変性ビスフェノ
ールＡグリシジルエーテル、ポリプロピレンオキサイド変性ビスフェノールＡグリシジル
エーテル、ポリエチレンオキサイド変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、アクリル
ゴム変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、ウレタン樹脂変性ビスフェノールＡグリ
シジルエーテル、ポリエステル樹脂変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、１，２－
ポリブタジエン変性グリシジルエーテル、１，４－ポリブタジエン変性グリシジルエーテ
ル、ポリプロピレンオキサイド変性グリシジルエーテル、ポリエチレンオキサイド変性グ
リシジルエーテル、アクリルゴム変性グリシジルエーテル、ウレタン樹脂変性グリシジル
エーテル、ポリエステル樹脂変性グリシジルエーテル、及び、これらの水添化物等が挙げ
られる。これらのエポキシ化合物（Ｂ）は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用さ
れてもよい。なかでも、上記柔軟な骨格がブタジエンゴム、プロピレンオキサイド、エチ
レンオキサイド、アクリルゴム、及び、これらの水添加物からなる群より選択される少な
くとも１種の化合物に由来するエポキシ化合物（Ｂ）が好適に用いられる。
【００５５】
また、例えば、１，２－ポリブタジエン変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、１，
４－ポリブタジエン変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、ポリプロピレンオキサイ
ド変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、ポリエチレンオキサイド変性ビスフェノー
ルＡグリシジルエーテル、アクリルゴム変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、ウレ
タン樹脂変性ビスフェノールＡグリシジルエーテル、ポリエステル樹脂変性ビスフェノー
ルＡグリシジルエーテル等の芳香族骨格を持つエポキシ化合物（Ｂ）は、反応速度が速く
なるという点から好適に用いられる。
【００５６】
上記エポキシ化合物（Ｂ）のうち、芳香環とグリシジル基とが直接つながっているものは
、反応速度が更に速くなるという点からより好ましい。このようなエポキシ化合物（Ｂ）
の市販品としては、例えば、ＥＰＢ－１３（日本曹達社製）、ＥＸＡ－４８５０（大日本
インキ社製）等が挙げられる。
【００５７】
上記エポキシ化合物（Ｂ）の含有量としては特に限定されないが、本発明の電子部品用接
着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい下限が５重量部、
好ましい上限が３０重量部である。上記エポキシ化合物（Ｂ）の含有量が５重量部未満で
あると、エポキシ化合物（Ｂ）を添加した効果を殆ど得ることができず、３０重量部を超
えると、本発明の電子部品用接着剤に後述する粘度特性が得られないことがある。上記エ
ポキシ化合物（Ｂ）の含有量のより好ましい下限は１０重量部、より好ましい上限は２０
重量部である。
【００５８】
本発明の電子部品用接着剤は、上記硬化性化合物として、その他のエポキシ化合物（Ｃ）
を含有してもよい。このようなエポキシ化合物（Ｃ）を含有することで、本発明の電子部
品用接着剤の粘度を調節することができ、また、ガラス転移温度を調節することができる
。
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【００５９】
上記エポキシ化合物（Ｃ）としては特に限定されず、例えば、ビスフェノールＡ型エポキ
シ化合物、ビスフェノールＦ型エポキシ化合物等が挙げられる。
【００６０】
上記エポキシ化合物（Ｃ）の含有量としては特に限定されないが、本発明の電子部品用接
着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい下限が１０重量部
、好ましい上限が６０重量部である。上記エポキシ化合物（Ｃ）の含有量が１０重量部未
満であると、エポキシ化合物（Ｃ）を添加した効果を殆ど得ることができず、６０重量部
を超えると、本発明の電子部品用接着剤に後述する粘度特性が得られないことがある。上
記エポキシ化合物（Ｃ）の含有量のより好ましい下限は２０量部、より好ましい上限は３
０重量部である。
【００６１】
本発明の電子部品用接着剤は、硬化剤を含有する。上記硬化剤は、上述した液状成分を構
成するものである。
上記硬化剤としては特に限定されず、例えば、アミン系硬化剤、酸無水物硬化剤、フェノ
ール系硬化剤等が挙げられる。なかでも、酸無水物が好適に用いられる。
【００６２】
上記酸無水物としては特に限定されないが、常温で液体の２官能酸無水物硬化剤が好適に
用いられる。
上記常温で液体の２官能酸無水物硬化剤としては特に限定されず、例えば、無水フタル酸
、ヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無
水フタル酸、エンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、メチルエンドメチレンテトラヒ
ドロ無水フタル酸、無水マレイン酸等の２官能酸無水物等が挙げられる。
【００６３】
本発明の電子部品用接着剤では、上記硬化剤として、常温で固体の３官能以上の酸無水物
硬化剤粒子を含有していてもよい。このような常温で固体の３官能以上の酸無水物硬化剤
粒子を含有することにより、本発明の電子部品用接着剤は、低弾性率の海成分と高弾性率
の島成分とからなる海島構造を有することとなり、本発明の電子部品用接着剤は、高温領
域で適度な柔軟性を有するとともに、半導体チップ等の電子部品と基板との接着性に優れ
、基板に接着した電子部品に大きなソリが発生することを防止できるため、好ましい。
【００６４】
上記常温で固体の３官能以上の酸無水物硬化剤としては特に限定されず、３官能の酸無水
物硬化剤としては、例えば、酸無水物無水トリメリット酸等が挙げられ、４官能以上の酸
無水物硬化剤としては、例えば、無水ピロメリット酸、無水ベンゾフェノンテトラカルボ
ン酸、メチルシクロヘキセンテトラカルボン酸無水物、ポリアゼライン酸無水物等が挙げ
られる。
【００６５】
上記３官能以上の酸無水物硬化剤粒子は、融点の好ましい下限が８０℃である。融点が８
０℃未満であると、上記硬化性化合物との相溶性が悪くなるように選択して混合しなけれ
ば、比較的低温で液状となって本発明の電子部品用接着剤中に広がってしまうことがある
。なお、３官能以上の酸無水物硬化剤粒子を、上記硬化性化合物との相溶性が悪くなるよ
うに選択した場合、融点が８０℃未満のものについても使用可能である。
【００６６】
上記３官能以上の酸無水物硬化剤粒子の平均粒子径としては、好ましい下限が０．１μｍ
、好ましい上限が１０μｍである。上記３官能以上の酸無水物硬化剤粒子の平均粒子径が
０．１μｍ未満であると、硬化させた際に海島構造を形成できたとしても島成分が小さく
なりすぎてしまい、高温領域での高弾性率が達成できない場合がある。上記３官能以上の
酸無水物硬化剤粒子の平均粒子径が１０μｍを超えると、硬化させた際に島成分が大きく
なりすぎてしまい、常温領域での柔軟性が不足し、半導体チップ等の電子部品のソリが改
善できない場合がある。
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【００６７】
本発明の電子部品用接着剤において、上記硬化剤の含有量としては特に限定されないが、
本発明の電子部品用接着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ま
しい下限が３０重量部、好ましい上限が７０重量部である。上記硬化剤の含有量が３０重
量部未満であると、本発明の電子部品用接着剤が充分に硬化しない場合があり、７０重量
部を超えると、本発明の電子部品用接着剤の接続信頼性が低下する場合がある。上記硬化
剤の含有量のより好ましい下限は４０重量部、より好ましい上限は６０重量部である。
【００６８】
上記硬化剤が、上述した常温で液体の２官能酸無水物硬化剤と常温で固体の３官能以上の
酸無水物硬化剤とを含有する場合、これらの配合比としては特に限定されないが、３官能
以上の酸無水物硬化剤粒子の配合量（重量）を、常温で液体の２官能酸無水物硬化剤の配
合量（重量）で除した値の好ましい下限が０．１、好ましい上限が１０である。上記３官
能以上の酸無水物硬化剤粒子の配合量（重量）を常温で液体の２官能酸無水物硬化剤の配
合量（重量）で除した値が０．１未満であると、本発明の電子部品用接着剤の硬化物に上
述した島成分が形成されない場合があり、１０を超えると、上記硬化物全体の強度が充分
でない場合がある。上記３官能以上の酸無水物硬化剤粒子の配合量（重量）を常温で液体
の２官能酸無水物硬化剤の配合量（重量）で除した値のより好ましい下限は０．２、より
好ましい上限は５である。
【００６９】
本発明の電子部品用接着剤は、硬化速度や硬化物の物性等を調整するために、更に、硬化
促進剤を含有することが好ましい。
上記硬化促進剤としては特に限定されず、例えば、イミダゾール系硬化促進剤、３級アミ
ン系硬化促進剤等が挙げられる。なかでも、硬化速度や硬化物の物性等の調整をするため
の反応系の制御をしやすいことから、イミダゾール系硬化促進剤が好適に用いられる。こ
れらの硬化促進剤は、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００７０】
上記イミダゾール系硬化促進剤としては特に限定されず、例えば、イミダゾールの１位を
シアノエチル基で保護した１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾールや、イソシアヌ
ル酸で塩基性を保護したもの（商品名「２ＭＡ－ＯＫ」、四国化成工業社製）等が挙げら
れる。これらのイミダゾール系硬化促進剤は、単独で用いてもよく、２種以上を併用して
もよい。
【００７１】
上記硬化促進剤の配合量としては特に限定されないが、本発明の電子部品用接着剤に含有
される硬化性化合物の合計１００重量部に対して、好ましい下限が１重量部、好ましい上
限が２０重量部である。上記硬化促進剤の配合量が１重量部未満であると、本発明の電子
部品用接着剤が充分に硬化しない場合があり、２０重量部を超えると、本発明の電子部品
用接着剤の接着信頼性が低下する場合がある。
【００７２】
本発明の電子部品用接着剤は、更に、ＣＶ値が１０％以下のスペーサー粒子を含有するこ
とが好ましい。
このようなスペーサー粒子を含有することにより、例えば、本発明の電子部品用接着剤を
用いて２以上の電子部品の接着を行うと、接着する電子部品の間隔を上記スペーサー粒子
の粒子径で正確に制御することができる。
【００７３】
上記スペーサー粒子は、ＣＶ値の上限が１０％である。上記スペーサー粒子のＣＶ値が１
０％を超えると、粒子径のばらつきが大きいことから、電子部品間の間隔を一定に保つこ
とが困難となり、スペーサー粒子としての機能を充分に果たせなくなる。上記スペーサー
粒子のＣＶ値の好ましい上限は６％、より好ましい上限は４％である。
なお、本明細書においてＣＶ値とは、下記式（１）により求められる数値のことである。
粒子径のＣＶ値（％）＝（σ２／Ｄｎ２）×１００　　　（１）
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式（１）中、σ２は、粒子径の標準偏差を表し、Ｄｎ２は、数平均粒子径を表す。
【００７４】
上記スペーサー粒子の平均粒子径としては特に限定されず、所望の電子部品間距離が達成
可能となるような粒子径を選択することができるが、好ましい下限が５μｍ、好ましい上
限が２００μｍである。上記スペーサー粒子の平均粒子径が５μｍ未満であると、スペー
サー粒子の粒子径程度にまで電子部品間距離を縮めることが困難となる場合があり、２０
０μｍを超えると、電子部品同士の間隔が必要以上に大きくなることがある。上記スペー
サー粒子の平均粒子径のより好ましい下限は９μｍ、より好ましい上限は５０μｍである
。
【００７５】
上記スペーサー粒子の平均粒子径は、スペーサー粒子以外に添加する固体成分の平均粒子
径の１．１倍以上であることが好ましい。上記スペーサー粒子の平均粒子径が１．１倍未
満であると、電子部品間距離を確実にスペーサー粒子の粒子径程度にまで縮めることが困
難となることがある。上記スペーサー粒子の平均粒子径のより好ましくは１．２倍以上で
ある。
【００７６】
上記スペーサー粒子は、粒子径分布の標準偏差がスペーサー粒子の平均粒子径の１０％以
下であることが好ましい。上記スペーサー粒子の粒子径分布の標準偏差が１０％以下とす
ることで、電子部品を積層する場合に、より安定して水平に積層させることができる。
【００７７】
上記スペーサー粒子は、下記式（２）で表されるＫ値の好ましい下限が９８０Ｎ／ｍｍ２

、好ましい上限が４９００Ｎ／ｍｍ２である。
Ｋ＝（３／√２）・Ｆ・Ｓ－３／２・Ｒ－１／２　　　（２）
式（２）中、Ｆ、Ｓはそれぞれ樹脂微粒子の１０％圧縮変形における荷重値（ｋｇｆ）、
圧縮変位（ｍｍ）を表し、Ｒは該スペーサーの半径（ｍｍ）を表す。
【００７８】
上記Ｋ値は以下の測定方法により測定することができる。
まず、平滑表面を有する鋼板の上に粒子を散布した後、その中から１個の粒子を選び、微
小圧縮試験機を用いてダイヤモンド製の直径５０μｍの円柱の平滑な端面で微粒子を圧縮
する。この際、圧縮荷重を電磁力として電気的に検出し、圧縮変位を作動トランスによる
変位として電気的に検出する。そして、得られた圧縮変位－荷重の関係から１０％圧縮変
形における荷重値、圧縮変位をそれぞれ求め、得られた結果からＫ値を算出する。
【００７９】
上記スペーサー粒子は２０℃、１０％の圧縮変形状態から解放した時の圧縮回復率の好ま
しい下限が２０％である。このような圧縮回復率を有するスペーサー粒子を用いた場合、
積層された電子部品間に平均粒子径よりも大きな粒子が存在しても、圧縮変形により形状
を回復してギャップ調整材として働かせることができる。従って、より安定した一定間隔
で電子部品を水平に積層することができる。
【００８０】
上記圧縮回復率は、以下の測定方法により測定することができる。
上記Ｋ値の測定の場合と同様の手法によって圧縮変位を作動トランスによる変位として電
気的に検出し、反転荷重値まで圧縮したのち荷重を減らしていき、その際の荷重と圧縮変
位との関係を測定する。得られた測定結果から圧縮回復率を算出する。ただし、除荷重に
おける終点は荷重値ゼロではなく、０．１ｇ以上の原点荷重値とする。
【００８１】
上記スペーサー粒子の材質としては特に限定されないが、樹脂粒子であることが好ましい
。上記樹脂粒子を構成する樹脂としては特に限定はされないが、例えば、ポリエチレン、
ポリプロピレン、ポリメチルペンテン、ポリ塩化ビニル、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリスチレン、ポリメチル（メタ）アクリレート、ポリエチレンテレフタラート、ポリブ
チレンテレフタラート、ポリアミド、ポリイミド、ポリスルフォン、ポリフェニレンオキ
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サイド、ポリアセタール等が挙げられる。なかでも、スペーサー粒子の硬さと回復率を調
整しやすく耐熱性についても向上させることが可能であることから、架橋樹脂を用いるこ
とが好ましい。なお、本明細書において、（メタ）アクリレートとは、アクリレート又は
メタクリレートを意味する。
【００８２】
上記架橋樹脂としては特に限定されず、例えば、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、メラミ
ン樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ジビニルベンゼン重合体、ジビニルベンゼン－スチレ
ン共重合体、ジビニルベンゼン－アクリル酸エステル共重合体、ジアリルフタレート重合
体、トリアリルイソシアヌレート重合体、ベンゾグアナミン重合体等の網目構造を有する
樹脂が挙げられる。なかでも、ジビニルベンゼン重合体、ジビニルベンゼン－スチレン系
共重合体、ジビニルベンゼン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、ジアリルフタレー
ト重合体等が好ましい。これらを用いた場合、チップをボンディングした後、硬化プロセ
ス、半田リフロープロセス等の熱処理プロセスへの耐性が優れる。
【００８３】
上記スペーサー粒子は、必要に応じて表面処理がなされていることが好ましい。
上記スペーサー粒子に表面処理を施すことにより、本発明の電気部品用接着剤において後
述する粘度特性を実現することが可能となる。
上記表面処理の方法としては特に限定されないが、例えば、本発明の電子部品用接着剤が
全体として疎水性を示す場合には、表面に親水基を付与することが好ましい。このような
手段としては特に限定されないが、例えば、スペーサー粒子として上記樹脂粒子を用いる
場合には、樹脂粒子の表面を、親水基を有するカップリング剤で処理する方法等が挙げら
れる。
【００８４】
上記スペーサー粒子の形状としては、球状が好ましい。また、上記スペーサー粒子のアス
ペクト比の好ましい上限は１．１である。アスペクト比を１．１以下とすることで、電子
部品を積層する場合に、電子部品同士の間隔を安定して一定に保つことができる。なお、
本明細書においてアスペクト比とは、粒子の長径と短径に関して、短径の長さに対する長
径の長さの比（長径の長さを短径の長さで割った値）を意味する。このアスペクト比の値
が１に近いほどスペーサー粒子の形状は真球に近くなる。　
【００８５】
上記スペーサー粒子の配合量としては特に限定されないが、好ましい下限は０．０１重量
％、好ましい上限は１０重量％である。上記スペーサー粒子の配合量が０．０１重量％未
満であると、接着する電子部品間隔を正確に制御できないことがあり、１０重量％を超え
ると、本発明の電子部品用接着剤の接着信頼性が低下することがある。
【００８６】
また、上記スペーサー粒子以外に、上記スペーサー粒子の平均粒子径以上の径を有する固
形成分を含有する場合は、このような固形成分の配合量の好ましい上限は、１重量％であ
る。また、その固形成分の融点は硬化温度以下であることが好ましい。
更に、固形成分の最大粒子径は、スペーサー粒子の平均粒子径の１．１～１．５倍である
ことが好ましく、１．１～１．２倍であることがより好ましい。
【００８７】
また、本発明の電子部品用接着剤は、本発明の効果を阻害しない範囲内で希釈剤を含有し
ていてもよい。上記希釈剤としては、本発明の電子部品用接着剤の加熱硬化時に硬化物に
取り込まれるような反応性希釈剤であることが好ましい。なかでも、上記硬化物の接着信
頼性を悪化させないために１分子中に２以上の官能基を持つものが好ましい。
このような反応性希釈剤としては、例えば、脂肪族型エポキシ、エチレンオキサイド変性
エポキシ、プロピレンオキサイド変性エポキシ、シクロヘキサン型エポキシ、ジシクロペ
ンタジエン型エポキシ、フェノール型エポキシ等が挙げられる。
【００８８】
本発明の電子部品用接着剤が上記希釈剤を含有する場合、その含有量としては特に限定さ
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れないが、本発明の電子部品用接着剤に含有される硬化性化合物の合計１００重量部に対
して、好ましい下限は１重量部、好ましい上限は５０重量部である。上記希釈剤の含有量
が１重量部未満であると、上記希釈剤を添加する効果を殆ど得ることかできないことがあ
り、５０重量部を超えると、本発明の電子部品用接着剤の接着信頼性が劣ったり、後述す
る粘度特性が得られなかったりすることがある。上記希釈剤の含有量のより好ましい下限
は５重量部、より好ましい上限は２０重量部である。
【００８９】
本発明の電子部品用接着剤は、必要に応じて、溶媒を含有してもよい。
上記溶媒としては特に限定されず、例えば、芳香族炭化水素類、塩化芳香族炭化水素類、
塩化脂肪族炭化水素類、アルコール類、エステル類、エーテル類、ケトン類、グリコール
エーテル（セロソルブ）類、脂環式炭化水素類、脂肪族炭化水素類等が挙げられる。
【００９０】
本発明の電子部品用接着剤は、Ｅ型粘度計を用いて２５℃にて粘度を測定したときに、０
．５ｒｐｍにおける粘度の好ましい下限が２０Ｐａ・ｓ、好ましい上限が１０００Ｐａ・
ｓである。本発明の電子部品用接着剤の粘度が２０Ｐａ・ｓ未満であると、本発明の電子
部品用接着剤の形状保持性に欠け、１０００Ｐａ・ｓを超えると、本発明の電子部品用接
着剤の吐出安定性に欠けることがある。
【００９１】
また、本発明の電子部品用接着剤は、Ｅ型粘度計を用いて２５℃、５ｒｐｍの条件で測定
した粘度をＴ１、Ｅ型粘度計を用いて２５℃、０．５ｒｐｍの条件で測定した粘度をＴ２

としたときに、Ｔ２／Ｔ１の下限が２、上限が８であることが好ましい。上記Ｔ２／Ｔ１

が上記範囲内にあることで、本発明の電子部品用接着剤は、塗布に好適なチクソ性を有す
ることとなる。
【００９２】
本発明の電子部品用接着剤は、例えば、上述した硬化性化合物、硬化剤、及び、無機微粒
子、並びに、必要に応じて硬化促進剤、希釈剤、その他の添加剤等を所定量配合して混合
した後、更にスペーサー粒子を配合する場合、該スペーサー粒子を配合する方法により製
造することができる。
上記混合の方法としては特に限定されないが、例えば、ホモディスパー、万能ミキサー、
バンバリーミキサー、ニーダー等を使用する方法を用いることができる。
【００９３】
本発明の電子部品用接着剤を用いて２以上の電子部品を多層に積層して、封止剤等で封止
することにより電子部品装置を作製することができる。
また、本発明の電子部品用接着剤は、２以上の電子部品を積層する場合だけでなく、基板
上に電子部品を積載することや、センサー等の部品を接合することを目的とする接着剤と
しても好適に用いることができる。
【００９４】
本発明の電子部品用接着剤は、シリコンウェハーのミラー面上に０．２ｍｇ塗布して直径
５００μｍの円形の接着剤層を形成し、該接着剤層を１７０℃、１０分の条件で硬化させ
て硬化物としたときに、該硬化物から染み出す液状成分の滲出距離が５０μｍ未満である
ことが好ましい。上記液状成分の滲出距離が５０μｍ以上であると、本発明の電子部品用
接着剤を用いて電子部品を接合したときにブリード現象を充分に防止できず、信頼性の高
い電子部品を得ることができなくなり、近年の電子部品の小型化、高集積化に充分に応え
ることができない。上記滲出距離の好ましい上限は３０μｍ、より好ましい上限は１０μ
ｍである。
上記滲出距離とは、光学顕微鏡にて接着剤硬化物を観察したとき、接着剤硬化物の周りに
存在する色の異なる部分の中心方向への長さを意味する。
本発明の電子部品用接着剤の硬化物からの液状成分の滲出距離が上述の条件を満たす性質
を「低ブリード性」ともいう。
【００９５】
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スペーサー粒子を含有する本発明の電子部品用接着剤を用いて２以上の電子部品を多層に
積層する場合、電子部品間の距離は、スペーサー粒子の直径の１～１．５倍であることが
好ましい。電子部品間の距離が１倍未満であると、スペーサー粒子と電子部品との間の本
発明の電子部品用接着剤を排除できず、スペーサー粒子により電子部品間の距離が制御で
きなくなり、高さばらつきが生じることがある。電子部品間の距離が１．５倍より大きい
と、電子部品間距離がスペーサー粒子の粒子径により制御できず、結果、高さばつきが大
きくなることがある。なかでも、上記電子部品間距離は、スペーサー粒子の直径の１倍で
あることが好ましい。電子部品間の距離が１倍であると、スペーサー粒子と電子部品との
間の本発明の電子部品用接着剤を好適に排除でき、スペーサー粒子により好適に電子部品
間の距離が制御でき、高さばらつきが抑えられる。
【００９６】
このような本発明の電子部品用接着剤の接合する電気部品としては特に限定されず、例え
ば、半導体チップ、センサー、コイル鉄心等が挙げられる。なかでも、半導体チップの積
層、トランス部品用のコイル鉄心ギャップ形成用に好適に用いられる。
上記トランス部品のコイル鉄心としては特に限定されないが、例えば、ＥＩ型やＥＥ型が
好適に用いられる。
【発明の効果】
【００９７】
本発明によれば、塗布性に優れ、かつ、接合した電子部品に対する耐汚染性に優れ信頼性
の高い電子部品を得ることができる電子部品用接着剤を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００９８】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定
されるものではない。
【００９９】
（実施例１～６、比較例１～９）
表１及び表２に従って、各材料をホモディスパーを用いて攪拌混合して、実施例１～６、
比較例１～９に係る電子部品用接着剤を調製した。
なお、各実施例及び比較例における液状成分のＳＰ値は、各液状成分のＳＰ値の加重平均
により求めた。また原料のＳＰ値はδ２＝Σ
Ｅ／ΣＶの式により求めた。ここで、δはＳＰ値、Ｅは蒸発エネルギー、Ｖはモル体積を
意味している。
【０１００】
（評価）
実施例１～６、比較例１～９に係る電子部品用接着剤について、以下の方法により評価を
行った。
結果を表１及び表２に示した。
【０１０１】
（１）ブリード量の評価
実施例及び比較例で調製した電子部品用接着剤を、シリコンウェハーに塗布して直径５０
０μｍの円形の接着剤層を形成した。その後、１７０℃のオーブンに１０分間入れて、接
着剤層を硬化させて硬化物を得た。
得られた硬化物について、液状成分のブリード部分の距離を光学顕微鏡を用いて測定した
。片側のブリード部分の距離が５０μｍ以下のものを○と、５０μｍを超えるのものを×
と評価した。
【０１０２】
（２）塗布性の評価
実施例及び比較例で調製した電子部品用接着剤を、武蔵エンジニアリング社製エアディス
ペンサーにてシリコンチップ上にドット状に１００点の塗布を行った。ドット径の平均が
４００～６００μｍになるように塗布したとき、ドット径の最大値と最小値の差が１００
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μｍ未満のものを○と、１００以上のものを×と評価した。
【０１０３】
（３）総合評価
上記（１）、（２）の評価において、両方の評価結果が○のもを総合評価○とし、×が一
つでもあるものを×とした。
【０１０４】
【表１】

【０１０５】
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【表２】

【０１０６】
（実施例７～８、比較例１０～１２）
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表３に従って、各材料をホモディスパーを用いて攪拌混合して、実施例７～８、比較例１
０～１２に係る電子部品用接着剤を調製し、同様の評価を行った。
なお、各実施例及び比較例における液状成分のＳＰ値は、各液状成分のＳＰ値の加重平均
により求めた。また原料のＳＰ値はδ２＝ΣＥ／ΣＶの式により求めた。ここで、δはＳ
Ｐ値、Ｅは蒸発エネルギー、Ｖはモル体積を意味している。
【０１０７】
【表３】

【０１０８】
（実施例９～１４、比較例１３～１８）
表４及び表５に従って、各材料をホモディスパーを用いて攪拌混合して、実施例９～１４
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、比較例１３～１８に係る電子部品用接着剤を調製し、同様の評価を行った。
なお、各実施例及び比較例における液状成分のＳＰ値は、各液状成分のＳＰ値の加重平均
により求めた。また原料のＳＰ値はδ２＝ΣＥ／ΣＶの式により求めた。ここで、δはＳ
Ｐ値、Ｅは蒸発エネルギー、Ｖはモル体積を意味している。
【０１０９】
【表４】
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【０１１０】
【表５】

【０１１１】
（実施例１５）
実施例７で作製した電子部品用接着剤１００重量部に対し、平均粒子径１０μｍ、ＣＶ値
４％のスペーサ粒子（ミクロパールＳＰ－２１０）を、０．１重量部配合し、ホモディス
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パーを用いて攪拌混合して、電子部品用接着剤を作製した。
得られた電子部品用接着剤を１０ｍＬシリンジ（岩下エンジニアリング社製）に充填し、
シリンジ先端に精密ノズル（岩下エンジニアリング社製、ノズル先端径０．３ｍｍ）を取
り付け、ディスペンサ装置（ＳＨＯＴ　ＭＡＳＴＥＲ３００、武蔵エンジニアリング社製
）を用いて、吐出圧０．４ＭＰａ、半導体チップとニードルとのギャップ２００μｍ、塗
布量５ｍｇにてガラス基板上に塗布した。塗布量は、（接合部分の外周部への塗布量／中
央部への塗布量）＝４とした。
【０１１２】
塗布を行った後、ペリフェラル状に１１０μｍのパッド開口部を１７２個有する半導体チ
ップ（チップ１）（厚さ８０μｍ、８ｍｍ×１２ｍｍ角、メッシュ状パターン、アルミ配
線：厚み０．７μｍ、Ｌ／Ｓ＝１５／１５、表面の窒化シリコン膜の厚み：１．０μｍ）
をフリップチップボンダー（ＤＢ－１００、澁谷工業社製）を用いて０．１５ＭＰａの圧
力で５秒間押圧することにより積層した。次いで、チップ１に電子部品用接着剤を上述の
ディスペンサ装置を用いて塗布した。上述のボンディング装置を用いてチップ１と同様の
半導体チップ（チップ２）を、チップ１の長辺とチップ２の長辺が交差するように載せ、
温度２５℃で０．１５ＭＰａで５秒間押圧することにより積層した。その後、熱風乾燥炉
内にて８０℃で６０分間放置後、１５０℃で６０分間加熱を行い、電子部品用接着剤を硬
化させ、半導体チップ積層体を作製した。
【０１１３】
上記方法により半導体チップ積層体を１０個作製し、各々の半導体チップ積層体の積層状
態をレーザー変位計（ＫＳ－１１００、ＫＥＹＥＮＣＥ社製）にて観測した。チップ１と
チップ２の上面との段差を測定し、測定値からチップ厚みを引くことで、チップ１とチッ
プ２との間のチップ間距離を求めた。チップ間距離のバラツキを、３σ（σ；標準偏差）
として算出した。その結果、３σは１．２であった。
【０１１４】
一方、実施例７で作製した電子部品用接着剤（スペーサー粒子を添加していないもの）を
用いて、同様の方法により半導体チップ積層体を作製してチップ間距離のバラツキを評価
したところ、３σは７．８であった。
【０１１５】
表１～５において用いた各材料について下記に示した。
（硬化性化合物）
（１）エポキシ（Ａ）
レゾルシノール型エポキシ化合物（ＥＸ－２０１、ＳＰ値１２、長瀬ケムテックス社製）
（２）エポキシ（Ｂ）
ＮＢＲ変性ビスＡ型エポキシ化合物（ＥＰＲ－４０３０、ＳＰ値９、アデカ社製）
柔軟性エポキシ（ＥＸＡ－４８５０－１０００、ＳＰ値１３、大日本インキ化学工業社製
）
柔軟性エポキシ（ＥＸＡ－４８５０－１５０、ＳＰ値１３、大日本インキ化学工業社製）
ブタジエン変性エポキシ（Ｒ－４５ＥＰＴ、ＳＰ値８、長瀬ケムテックス社製）
ポリエーテル変性エポキシ（ＥＸ－８６１、ＳＰ値１４、長瀬ケムテックス社製）
ポリテトラメチレングリコール変性エポキシ（エポゴーセーＰＴ、ＳＰ値１３、四日市合
成社製）
（３）その他のエポキシ
ジシクロペンタジエン型エポキシ（ＥＰ－４０８８Ｓ、ＳＰ値９、アデカ社製）
ジシクロペンタジエン型エポキシ（ＨＰ－７２００ＨＨ、ＳＰ値９、大日本インキ化学工
業社製）
ビスフェノールＡ型エポキシ（ＹＬ－９８０、ＳＰ値１１、ジャパンエポキシレジン社製
）
【０１１６】
（硬化剤）
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２官能酸無水物硬化物（ＹＨ－３０６、ジャパンエポキシレジン社製、常温で液体）
【０１１７】
（硬化促進剤）
イミダゾール硬化促進剤（２ＭＡ－ＯＫ、四国化成工業社製）
【０１１８】
（無機微粒子）
ヒュームドシリカ（ＱＳ－４０、トクヤマ社製、平均一次粒子径７ｎｍ、Ｍ値０、炭素含
有量０重量％）
ヒュームドシリカ（ＭＴ－１０、トクヤマ社製、平均一次粒子径１５ｎｍ、Ｍ値４７、炭
素含有量０．９重量％）
ヒュームドシリカ（ＨＭ－２０Ｌ、トクヤマ社製、平均一次粒子径１２ｎｍ、Ｍ値６４、
炭素含有量２．４重量％）
ヒュームドシリカ（ＰＭ－２０Ｌ、トクヤマ社製、平均一次粒子径１２ｎｍ、Ｍ値６５、
炭素含有量５．５重量％）
表面エポキシ基処理ナノシリカ（ＵＦＰ－８０、電気化学社製、平均一次粒子径３４ｎｍ
、Ｍ値２０）
表面フェニル基処理ナノシリカ（アドマテックス社製、平均一次粒子径４０ｎｍ、Ｍ値３
０）
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
本発明によれば、塗布性に優れ、かつ、接合した電子部品に対する耐汚染性に優れ信頼性
の高い電子部品を得ることができる電子部品用接着剤を提供することができる。
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